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     ２０２４  ３  １２  

 
  工事主任 

  八猫 協子 

    投票による選挙     
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             ２０２４  ３  １５  

                                                    
  所長 

  馬場 太郎  

    ○○○           

                
                                             

  

    

建設事業 日建協株式会社 高田馬場工事事務所 
169 0075  

1-31-16       03 5285 3870  
２０２４年４月１日から１年間 
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突発的な仕様変更による納期の切迫 現場作業   ３時間    ３０時間  ２５０時間  

臨時の受注対応 施工管理   ２時間  １５時間  １５０時間  

機械、工具への故障対応 現場管理   ２時間  １５時間  １５０時間  
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臨時の受注対応 施工管理     

機械、工具への故障対応 現場管理     
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（法定労働時間）
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（原 則）

（例 外）

1日8時間及び
１週40時間

1日8時間及び
１週40時間

月45時間
年360時間

①年720時間
②複数月平均80時間
③月100時間未満
④月45時間超は
　年6回まで

1日8時間及び
１週40時間

様式第９号（第16条第１項関係）
 

 

 

 

 

 

労働保険番号                
都道府県  所掌    管轄              基幹番号                枝番号        被一括事業場番号 

法人番号  

                  時間外労働 
休 日 労 働

に関する協定届   
             

JCU

労働時間のキマリ

労働時間のイメージ図

労働時間のイメージ図：原則の場合

1947年「労働基準法」が制定されました（1987年改正）

これを超える場合は？

そこでこの問題を解決するために…

⇒実質青天井

時間外・休日労働が月４５時間以内の場合 ⇒ 様式第９号

●労働時間は1日8時間、週40時間（法定労働時間）
●休日は毎週1日か、4週間を通じて4日以上（法定休日）

【労働基準法第36条】

様式第9号 様式第9号-2

強制力のなかったものから

※災害時の復旧・復興対応が見込まれない場合

※ イメージ図　　　色部分参照

※ イメージ図　　　色部分参照

(１年単位の変形労働制によらない)

この協定が有効となる期間。１年間とすることが望ましい。

1年の法定労働時間を超える
時間数。360時間以内。

1か月の法定労働時間を超える時間数。45時間以内。

管理監督者は労働者代表にはなれない。
事由は具体的に。

時間外労働と法定休日労働を
合計した時間数は、100時間
未満。2～6か月平均80時間
以内でなければならない。

労働者の過半数で組織する労働組合が無い場合には、
36協定の締結をする者を選ぶことを明確にした上で、
投票・選挙等の方法で労働者の過半数代表者を選出し、
選出した方法を記載。使用者による指名や、使用者の
意向に基づく選出は認められない。

事実上青天井だったものに
上限がついた

【厚生労働省大臣告示】

36協定：正式名称は
時間外労働休日労働に
関する協定

36 協定につ 確 認し よ ういて
知ってるようで知らないコト？

！
！36協定について確認しよう

8 9日建協   Compass  Vol. 832　2024.1 日建協   Compass  Vol. 832　2024.1

いよいよ2024年4月から時間外労働の上限規制が、私たちが働く建設業にも適用されます。また、上限規制が適用さ
れることで36協定届も変わります。そもそも36協定届って見たことありますか？ 
どのような協定で誰が締結をするのか、なぜ上限が必要になったのか、新しい協定を結ぶ前に確認しておきましょう。

労使が協定（36協定）を結べば労働時間を延長し、又は休日に労働させることができる

36協定で延長できる場合も、残業は月45時間以内、年360時間以内が
望ましいとの基準

臨時的な事情が無ければ、
これを超える事はできません

臨時的な特別の事情があって
労使が合意する場合でも上限
があります

労働基準法第36条に基づく協定なので36協定だニャン！

36協定を締結しても、
何百時間でも働かさ
れるニャン!!

じゃあ実際に締結
する36協定をみて
いくニャ。

建設業は2024年4月
から適用だニャン

36協定

原則

36協定

原則
36協定

適

2019年「罰則付きの時間外労働の上限規制」を導入！

36協定

青

36協定

上限 特別条項
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 工事主任 

 八猫 協子 

                            

 
 

 41

 

            ２０２４  ３  １５  

                                                    
 所長 

 馬場 太郎  

      ○○○         
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２０２４年４月１日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

  

     

 

 

 

 

    

突発的な仕様変更への対応   ６時間  ４回 ６０時間  ３５％ ５５０時間   

納期ひっ迫への対応   ６時間  ３回 ６０時間  ３５％ ５００時間   

大規模な施工トラブル対応   ６時間  ３回 ５５時間  ３５％ ４５０時間   

            

            

            

            

            

 労働者代表者による事前申し入れ 

 

 

 

  
 

 

対象労働者への医師による面接指導の実施、対象労働者に１１時間の勤務時間インターバルを設定、職場での時短対策会議の開催 

 100 80  

  

 
     

○○○労働基準監督署長殿

 

ま と め
36 協定の内容は各事業場毎に労使合意で決めることができ、イニシアティブは労働組合・労働者側にあります。
上限規制はあくまで法律上の上限のことで、協定は労働時間原則の例外です。36 協定の締結にあたっては、時間はも
ちろん、有効期間も意識して適正に締結しましょう。

～うさぎの疑問～Q&A

10 日建協   Compass  Vol. 832　2024.1

様式第９号の２（第16条第１項関係）

労働時間のイメージ図：例外の場合

時間外・休日労働が月45時間を超える場合 ⇒ 様式第９号の２
※災害時の復旧・復興対応が見込まれない場合 (１年単位の変形労働制によらない)

上限規制ルール①

上限規制ルール②③上限規制ルール④

！36協定について確認しよう
つづいて原則を超えて働く
場合に提出する特別条項の
書類を見ていくニャン。

36協定

上限

特別条項

限度時間（年360時間）を超えて労働させる1年間の時間外労働
（休日労働は含まない）の時間数。年720時間以内に限る。

限度時間（月45時間）を超えて労働さ
せる場合の1か月の時間外労働と休日
労働の合計の時間数。月100時間未
満に限る。ただし、2～6か月平均で月
80時間を超えてはいけない。

1か月の時間外労働の限
度時間（月45時間）を超
えて労働させる回数。
年6回以内に限る。

事由は一時的または突発的に時間外労働を行わ
せる必要のあるものに限り、できる限り具体的
に。「業務の都合上必要なとき」「業務上やむを
得ないとき」など恒常的な長時間労働を招くお
それがあるものは認められない。

今締結している36協定は2024年4月1日
を超えるとどうなるの？

私たちって、転勤の多い仕事だけど、
起算日から有効期間までに、他の現場
（事業所）へ転勤した時はどうなるの？

協定の初日から1年間は今締結しているもので有効だけ
ど、協定期間終了後は上限規制が適用されるニャン。

労働者個人の実労働時間を規制する以下について
は通算で適用されるニャン。
② 2～6か月平均で月80時間を超えてはいけない。
③ 月100時間未満に限る。

時間外労働

休 日 労 働  
に関する協定届 （特別条項）


